










































































令和７年度  専修大学大学院法学研究科修士課程 第Ⅰ期入学試験 

令和 ６ 年 ９ 月 ２８ 日（土）実施 

受 験 科 目 受  験  番  号 氏 名 

商法・会社法 

以下の４問の中から１問を選択して解答しなさい。【解答は別紙解答用紙へ】 

１ 商業登記の積極的公示力と外観信頼保護規定との関係について、論じなさい。 

２ 取締役会決議を欠く「重要な財産の処分」の効力について、論じなさい。 

３ 生命保険契約において、保険契約者が自己を被保険者とする保険契約を締結し、自己が死亡し

た場合の保険金受取人を「相続人」と定めた場合の効果について、論じなさい。 

４ いわゆる融通手形の抗弁について、論じなさい。 
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令和 ７ 年 ２ 月 １５ 日（土）実施 

受 験 科 目 受  験  番  号 氏 名 

商法・会社法 

志願者がいなかった受験科目の過去問題は、公表していません。
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 以下の文章を読み、問題に答えなさい。 

被告人 X は、「氏名不詳の数名の者と共謀の上、1972 年 11 月 10 日午後 5 時 50 分ころ、〇〇市〇〇町交差点路上に於いて警備の任に当たって

いた〇〇警察署の巡査部長 A を殺害せんと企て、同人を捕捉し角材、旗竿で殴打し、足蹴にし顔面を踏みつけた上、火炎瓶を投げつけ焼く等の

暴行を加え、よって同人を脳挫傷等により死亡させて殺害した」として、1972 年 12 月 8 日、殺人罪の共同正犯として起訴された。検察官は、起

訴状に記載された公訴事実について、1973 年 2 月 25 日の第 1 回公判期日において、「本件における被告人の具体的行為は、炎の中から炎に包ま

れている A の肩をつかまえてひきずり出し顔を 2 度踏みつけ脇腹を 1 度蹴った行為である」と釈明した。検察官は、引き続き同公判期日におい

て、冒頭陳述をし、「本件犯行状況」として、X の具体的行為について、前記釈明と同様の陳述をした。その結果、以後の検察官と被告人側の攻

擊防禦は、もっぱら、被告人が A を炎の中から引きずり出した行為、およびその直後の足踏みなどの行為が、検察官の主張する殺人の実行行為

なのか、それとも X の主張する A に対する救助行為としての消火行為なのかをめぐって展開された。ところが、第 1 回公判期日から約 2 年 6 カ

月を経た 1975 年 8 月 5 日の第 18 回公判期日において、検察官は、それまでの公判審理を  経た裁判所の心証形成の内容を察して、第 1 回公

判期日における前記釈明及び冒頭陳述の訂正として、X の具体的な実行行為の釈明をし、「炎の中から炎に包まれている A の肩をつかまえてひき

ずり出し、顔を 2 度踏みつけ脇腹を 1 度蹴った行為である。」とする文章の初めに、（被害者が炎に包まれる前の段階での）「A の腰部付近を足蹴

にし、路上に転倒させたうえ」を追加すると述べ、また、冒頭陳述についても、同旨の内容を追加すると述べた。これに対して、裁判長がその追

加訂正を許さなかったところ、検察官は、同内容の訴因の変更を申し立てた。 

 

（問題）上記の事例において、訴因制度の意義を明らかにしたうえで、設問（１）と（２）の問いに答えなさい。 

（１） 裁判所が、上記の「Aの腰部付近を足蹴にし、路上に転倒させた」という事実を基礎に傷害致死の事実で有罪判決を言い渡すには、訴

因変更手続が必要か。 

（２） 第 18 回公判期日における検察官の訴因変更の申し立てに対して、裁判所は、どのような措置を採るべきか。 
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刑 事 訴 訟 法 
  

                                                                                                                                                                          

                                                                                                                                                                           

志願者がいなかった受験科目の過去問題は、公表していません。 
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令和 ６ 年 ９ 月 ２８ 日（土）実施 
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国 際 法 

次の２つの設問に答えてください（解答の順序は問いません）。 

１．解釈宣言について説明せよ。   

 ２．国際法上の自衛権について論ぜよ。 
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国 際 法 

志願者がいなかった受験科目の過去問題は、公表していません。
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令和 ５ 年 ９ 月 ２３ 日（土）実施 
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志願者がいなかった受験科目の過去問題は、公表していません。
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   令和 ６ 年 ２ 月 １７ 日（土）実施 

受 験 科 目 受  験  番  号 氏 名 

国 際 法 

次の２つの設問に答えてください（解答の順序は問いません）。 

 １．外交的保護権について説明せよ。   

 ２．国連総会決議の法的効力について論ぜよ。 
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次の問題すべてに解答しなさい。なお解答前に番号を明記し、各解答に用紙の 10行程度を用いること。                                                                                                                                                                        

問題１ エスピン-アンデルセンの唱えた先進国における福祉国家の三類型について説明した上で、現

在の日本はどの類型に当てはまるか、根拠を示しながら述べなさい。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                 

問題２ サルトーリの唱えた政党システム（政党制）の七類型について説明した上で、現在の日本は 

どの類型に当てはまるか、根拠を示しながら述べなさい。                                                                                                                                                                  
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志願者がいなかった受験科目の過去問題は、公表していません。 
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志願者がいなかった受験科目の過去問題は、公表していません。 
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冷戦後の中東における諸紛争の特徴と発生・継続の要因について、冷戦期以前の歴史的背景を踏まえた

上で論ぜよ。                                                                                                                                                                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                                                                                                          

 

 

 
















































































	01 法社会学_R03,R02,H31
	02 日本法制史_R03,R02,H31
	03 西洋法制史_R03,R02,H31
	04 中国法制史_R03,R02,H31
	05 ローマ法_R03,R02,H31
	06 英米法_R03,R02,H31
	07 憲法_R05,R04,R03
	08 行政法_R03,R02,H31
	09 税法_R07,R06,R05
	10 民法_R06,R05,R04
	11 商法・会社法_R07,R05,R04
	12 民事訴訟法_R03,R02,H31
	13 刑法_R04,R03,R02
	14 刑事訴訟法_R06,R03,R02
	15 刑事学_R03,R02,H31
	16 労働法_R03,R02,H31
	17 経済法_R03,R02,H31
	18 知的財産法_R03,R02,H31
	19 社会保障法_R03,R02,H31
	20 国際法_R07,R06,R03
	21 国際私法_R03,R02,H31
	22 ＥＵ法_R03,R02,H31
	23 政治学_R06,R03,R02
	24 行政学_R03,R02,H31
	25 日本政治思想史_R03,R02,H31
	26 西洋政治思想史_R03,R02,H31
	27 国際政治史_R03,R02,H31
	28 国際政治学_R07,R05,R04
	29 外国語（英語）_R06,R04,R03
	30 外国語（独語）_R03,R02,H31
	31 外国語（仏語）R03.R02.H31
	32 日本語による小論文_R07,R06,R05



